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社会福祉法人・公益法人における内部統制・事業報告に関する下位法令規定 

 

 

１．内部統制関係 

いずれも会社法と同様の定め。 

１～４号 ＝会社法施行規則第 100条第 1項相当 

５～１１号＝同条第 2項相当 

現在の私立学校法の体系には、相当する定めはない。 

 

○社会福祉法施行規則 

（社会福祉法人の業務の適正を確保するための体制） 

第二条の十六 法第四十五条の十三第四項第五号に規定する厚生労働省令で定める体制は、

次に掲げる体制とする。 

一 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

二 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

三 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

四 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

五 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関す

る事項 

六 前号の職員の理事からの独立性に関する事項 

七 監事の第五号の職員に対する指示の実効性の確保に関する事項 

八 理事及び職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制 

九 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制 

十 監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

十一 その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

○一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 

（理事会設置一般社団法人の業務の適正を確保するための体制） 

第十四条 法第九十条第四項第五号に規定する法務省令で定める体制は、次に掲げる体制

とする。 

一 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

二 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

三 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

四 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

五 監事がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
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関する事項 

六 前号の使用人の理事からの独立性に関する事項 

七 監事の第五号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

八 理事及び使用人が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制 

九 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制 

十 監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

十一 その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

 

２．事業報告関係 

いずれも会社法と比べて脆弱。 

法人の状況 ＝ 会社法施行規則第 119条第 1号・第 120条 

役員の状況 ＝ 同条第 2号・第 121条・第 124条 

なお、学校法人の事業報告書の詳細に関する法令の定めはないが、大学については、国公

私立共通の情報公開の義務規定がある（学校教育法施行規則）。 

 

○社会福祉法施行規則 

（事業報告） 

第二条の二十五 法第四十五条の二十七第二項の規定による事業報告及びその附属明細書

の作成については、この条の定めるところによる。ただし、他の法令に別段の定めがある

場合は、この限りでない。 

２ 事業報告は、次に掲げる事項をその内容としなければならない。 

一 当該社会福祉法人の状況に関する重要な事項（計算関係書類（計算書類（法第四十五

条の二十七第二項に規定する計算書類をいう。以下同じ。）及びその附属明細書をいう。

以下同じ。）の内容となる事項を除く。） 

二 法第四十五条の十三第四項第五号に規定する体制の整備についての決定又は決議が

あるときは、その決定又は決議の内容の概要及び当該体制の運用状況の概要 

３ 事業報告の附属明細書は、事業報告の内容を補足する重要な事項をその内容としなけ

ればならない。 

 

○一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 

第三十四条 法第百二十三条第二項の規定により作成すべき事業報告及びその附属明細書

については、この条の定めるところによる。ただし、他の法令に別段の定めがある場合は、

この限りでない。 

２ 事業報告は、次に掲げる事項をその内容としなければならない。 

一 当該一般社団法人の状況に関する重要な事項（計算書類及びその附属明細書の内容
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となる事項を除く。） 

二 法第七十六条第三項第三号及び第九十条第四項第五号に規定する体制の整備につい

ての決定又は決議があるときは、その決定又は決議の内容の概要及び当該体制の運用

状況の概要 

３ 事業報告の附属明細書は、事業報告の内容を補足する重要な事項をその内容としなけ

ればならない。 

 

○学校教育法施行規則 

第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表する

ものとする。 

一 大学の教育研究上の目的及び第百六十五条の二第一項の規定により定める方針に関

すること 

二 教育研究上の基本組織に関すること 

三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

四 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者

数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画（大学設置基準第十九条の二

第一項（大学院設置基準第十五条において読み替えて準用する場合を含む。）、専門職大

学設置基準第十一条の二第一項、専門職大学院設置基準第六条の三第一項、短期大学設

置基準第五条の二第一項及び専門職短期大学設置基準第八条の二第一項の規定により

当該大学が自ら開設したものとみなす授業科目（次号において「連携開設科目」という。）

に係るものを含む。）に関すること 

六 学修の成果に係る評価（連携開設科目に係るものを含む。）及び卒業又は修了の認定

に当たつての基準に関すること 

七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

２ 専門職大学等及び専門職大学院を置く大学は、前項各号に掲げる事項のほか、学校教育

法第八十三条の二第二項、第九十九条第三項及び第百八条第五項の規定による専門性が

求められる職業に就いている者、当該職業に関連する事業を行う者その他の関係者との

協力の状況についての情報を公表するものとする。 

３ 大学院（専門職大学院を除く。）を置く大学は、第一項各号に掲げる事項のほか、大学

院設置基準第十四条の二第二項に規定する学位論文に係る評価に当たつての基準につい

ての情報を公表するものとする。 

４ 大学は、前各項に規定する事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び

能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。 

５ 前各項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インタ

ーネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行うものとする。 


